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 WTO における紛争処理手続の法的基礎は、紛争解決了解(DSU)である。以下の問題を

考えるに当たり、また、講義における議論に際しては、常に条文を参照すること。 
 今回は、事前に回答を提出する必要はない。以下の各問について議論するので、関連

条文を特定し、かつ、自分なりの答を用意しておくこと。 
 
 「WTO 紛争処理手続は強制的手続である。」と言われることがある、どういう意

味か？意味を説明し、その根拠となる条文を示せ。 

 WTO 加盟国 A は、WTO 加盟国 B が WTO 関連協定に違反したと主張し、国際司

法裁判所に B を訴えることができるか？ 

 ある WTO 加盟国による WTO 法違反を主張して私人が当該 WTO 加盟国を同手

続に訴えることはできるか？ 

 WTO 加盟国 C が具体的措置を執っておらず、他の WTO 加盟国に対して具体的

損害が生じていない場合、他の WTO 加盟国は A を同手続に訴えることができる

か？ 

 DSU 23 条 1 項を読むと、条約違反を主張せずとも訴えることは可能である。条

約違反をせずに訴えることができるのはどのような場合か？ なぜそのような

訴えが可能とされているのか？ 

 小委員会は、どのような手続で構成されるか？ 委員にはどのような人が選ばれ

るか？ 

 上級委員会委員は、どのような手続で選任されるか？ 上級委員にはどのような

人が選ばれるか？ 

 上級委員会手続において、具体的事件を扱う上級委員はどのように選任される

か？ 

 「上級委員会は法律審である。」と言われることがある。どういう意味か？ 

 小委員会・上級委員会報告書に少数意見は付されるか？ 付される／付されない

理由は？ 

 非紛争当事者たる WTO 加盟国は、当該紛争を扱う手続に参加することができる

か？ できる／できない理由は？ 

 WTO 小委員会・上級委員会は、損害賠償義務を認定することができるか？ で

きる／できない理由は？ 

https://www.wto.org/english/tratop_e/dispu_e/dispu_e.htm
https://www.wto.org/english/docs_e/legal_e/28-dsu_e.htm


2017 年度前期 法科大学院・公共政策大学院 国際経済法【濵本】              2017.05.26. 
 

2 
 

 DSB の裁定は法的拘束力を有するか？ 

 敗訴国が DSU の裁定に従わない場合、勝訴国はどのような対応が可能か？ 

 DSU 22 条 2 項最終文および 3 項以下に定める措置は retaliation と呼ばれること

が多い。これは、国家責任条文にいう counter-measures とは異なると言われるこ

とがある。その立場に立つならば、どのように異なるのか？ 

 「WTO 紛争処理手続は、準司法的(quasi-judicial)手続である。」と言われることが

多い。上の問全てを踏まえた上で、「準司法的」とはどういうことか、説明せよ。 
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